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 我が国の経済情勢は、景気は足踏み状態にありますが、生産の下げ止まりの兆しなど一部に

持ち直しに向けた動きがみられます。一方、雇用情勢については、失業率が高水準にあるなど

依然として厳しい状況にあり、加えて、東北地方太平洋沖地震の影響が懸念されます。 

 この地域についても、経済活動は横ばいとなっていますが、先行き、北アフリカ・中東情勢

およびそれを起因とする原油・原材料価格高、世界経済の下振れ、為替相場の動向、デフレの

進行、地域の雇用情勢や中小企業の経営状況など厳しい状況にあるといえます。 

 こうした中、産業技術研究所では、本県モノづくりの基盤を支える中小企業の技術開発力向

上をめざすため、地域に密着した産業分野の研究、企業等に対する技術相談、指導及び依頼試

験を行うとともに、技術の継承のために企業技術者の育成に努め、地域産業発展のための総合

的技術支援機関としての役割を果たしていきます。 

 更に、産・学・行政連携による共同研究開発の場となる「知の拠点」における重点研究プロ

ジェクトの一翼を担っていきますとともに、次世代自動車・航空宇宙産業など、今後成長が見

込まれる新たな産業分野への進出に対する技術支援を積極的に行っていきます。 

 また、平成２０年度から実施している知的クラスター創生事業（第Ⅱ期）へ引き続き参画し、

更なる持続的な技術革新を図るため、大学、企業等との連携を進め、新産業、新事業の創出を

目指します。 

 

１．研究開発の推進 

ものづくり技術を活かした研究開発と既存

技術の高度化や新技術・新製品開発を目指し

本年度は合わせて５１テーマの研究を推進し

ます。 

（１）特別課題研究    ２０テーマ 

 ※応募型研究開発推進事業（新規提案分）

の研究テーマは含まない。 

（２）経常研究      ３１テーマ 

 

２．技術指導、人材養成の充実 

中小企業の技術力向上のために指導等を実

施します。 

（１）技術課題解決のための所内及び現場で

の技術相談・指導 

（２）企業の技術的諸問題を専門家及び職員

を派遣し指導する独創技術育成支援 

（３）研修生の受入 

 

３．技術開発、技術交流への支援 

中小企業が厳しい経営環境に対応し新商品

開発、新分野進出等を図るには、産・学・行

政の連携を図りつつ試験研究機関等の技術シ

ーズを活用することが有効であり、この面で

の事業を積極的に推進していきます。 

（１）特定の技術分野での課題解決のための

研究会等の開催 

（２）新技術・新商品開発に関する講習・講

演会の開催 

 

 

 

４．情報の収集・提供 

 中小企業の技術力向上及び新商品開発等に

向けての各種情報の収集と提供を実施すると

ともに、施設の充実を図ります。 

（１）インターネットによる情報提供 

（２）各種技術データベースを活用しての情

報提供 

（３）講習・講演会の実施及び研究報告・ニ

ュース等刊行物による情報提供 

 

５．依頼業務 

 企業からの依頼を受けて製品・原材料の分

析・試験、工業デザイン、機械器具の設計、

試料調製及び材料加工を行い、企業の試験室

としての役割を果たします。 

 この他に、受託研究、文献複写、成績書若

しくは鑑定書の副本作成・翻訳、機械器具の

貸付なども実施します。 

 

６．産学行政連携の推進  

企業・大学との連携による先進技術研究・

新材料開発のための共同研究に取り組み、人

的交流と情報交換を積極的に進め、地域もの

づくり基盤の確立を図ります。 

 

７．知的財産立県の推進 

「あいち知的財産創造プラン」に基づく知

的財産立県づくりを推進することにより、地

域の中で、知的創造サイクルが確立され、産

業の高度化・高付加価値化、新分野展開や新

産業の創出などを通して地域経済の活性化を

図ります。 
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